
現地建替検討表 
 
 

敷地面積 ㎡
地域地区 近隣商業地域
 建蔽率／容積率 80 % ／ %
許容建築面積 ㎡
許容容積対象床面積 ㎡
Ａ 庁舎等の規模
・

⇒ 必要規模(庁舎・附属棟・公舎) ㎡
Ｂ 公用車庫
・

⇒ 必要規模 ㎡
（公用車37台＋単車37台＋自転車） 37 台

Ｃ 証拠車輌保管場所等
・

・

⇒ 必要台数（証拠車輌保管場所等） 台
Ｄ 来庁者用駐車場
・

⇒ 必要台数（来庁者用駐車場） 30 台
Ｅ 庁舎の機能性
・

・

今後の留置場拡大に伴い、他署からの捜査車輌の乗入れや護送業務
が増大する。

「福祉のまちづくり条例」整備以前の建物であり、ＥＶや身障者用
トイレが無い。

来庁者用駐車場も不足しており、警察署前での路上待機が頻繁に発
生している。

現
況
の
問
題
点

証拠品件数、捜査書類数、捜査本部設置数の多さ、署員数の伸びに
対して庁内に十分なスペースがなく、廊下等に資料が横溢している
（現有面積を国庫補助算定面積で除した狭隘度61%）

公用車車庫が不足しており、約400ｍ離れた民間駐車場を間借りし
ている。

7327.23

35

築後40年以上経過し老朽化し、耐震診断でも庁舎・別館とも改修が
必要とされている。

824.65

証拠車輌の保管場所がなく、車路部分を占拠するなど迅速な出動に
支障を来たしている。

現況

2348.71
敷
地
条
件

1878.97
300

7046.13

 

 
 

既存活用 

＋ 

増築 

 

 
 

 

全面建替 
 

総合設計 

により 

容積割増 

※総合設計を適用しない 

附属庁舎（⑧⑨）を撤去し、敷

地東側に増築 

附属庁舎（⑧⑨）を撤去し、庁

舎（①）の上空に増築 

 

既存建物 

をできる 
だけ活用 

庁舎（①）、附属庁舎（⑧⑨）を撤去し、敷地北側

に新庁舎棟を増築 

平面による検討 

地下活用の検討 

※  総合設計とは敷地内に公開の空地を確保した建築物の建設を積極的に推進し、市街地

における環境の整備改善に資するための制度である。この制度は、申請に対する特定行

政庁の許可という形で行われ、制度の適用を受けると容積率制限が緩和される。 

（ 検 討 案 ） 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 
     

× × × × × 

     

× × × × ▼ 

     

× ○ × △ ▼ 

     

× × △ △ ▼ 

     

○ × △ × ▼ 

     

○ ○ × △ ▼ 

（ 検 討 結 果 ） 

凡例  ○：可 
    ×：不可 

△：縮小（台数） 
▼：支障有り 
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